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Ⅰ　はじめに　

1980 年代以降，「新産業地域」や「新産業空間」，

「産業クラスター」など，多様な表現が用いられな

がらも，産業や企業の地理的集積に関心が向けられ

てきた．なかでも，ピオリとセーブル（Piore and 

Sabel, 1984) による「柔軟な専門化」の議論はさま

ざまな分野で注目されてきた．彼らは，大量生産体

制の危機的状況に代わる新たなモデルの１つとして

「サードイタリー」を取り上げ，中小企業の地理的

集積が，市場の不安定な状況に柔軟に対応し，国際

競争力を発揮するという，先進工業国のあり方を提

起した．これを受けて，多くの国や地域で，「新産

業地域」に関する実証研究がなされてきた．

またヨーロッパでは，フランスやイタリアなど

の研究者からなるＧＲＥＭＩ（革新の風土に関す

るヨーロッパ研究グループ）が，1980 年代半ば

以降共同研究を進めてきた．なかでも，カマーニ

（Camagni, 1991) は，「ローカル・ミリュー」といっ

た概念を提起し，集合的学習過程と不確実性を生み

出す諸要素の削減過程に着目した．

世界規模での影響力という点では，ポーター

（Porter, 1998) の「産業クラスター」の流布にはめ

ざましいものがあった．クラスターの成果と問題に

関する論文を集めた編著（Asheim et. al. eds., 2006)

が近頃刊行されたが，そこではクラスター概念のあ

いまいさを指摘する論者が少なくない一方で，多く

の国民国家，地方政府，都市の各層の政策の現場に

おいて，クラスター政策が採用されている点も認め

られている．

こうした新しい産業集積に関する議論について

は，すでに前稿（松原　宏 , 1999, 2006) で古典的集

積論との関係に着目しながら整理したことがある

が，それ以降も非常に多くの研究成果が蓄積されて

きている．膨大な文献の中から理論的研究に限って

新たな研究動向を探ってみると，①進化経済学の成

果を取り入れた集積地域の動態的過程に注目した研

究(Belussi, Gottardi and Rullani eds., 2003; Brenner, 

2004 など），②創造性に焦点をあてた文化産業の都

市集積に関する研究（Power and Scott eds., 2004 な

ど），③知識の創造やイノベーションに注目したク

ラスターに関する研究 (Fornahl and Brenner eds., 
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2003; Breschi and Malerba eds., 2005；Cooke and 

Piccaluga eds., 2006 など）をあげることができよ

う．

なかでも，地域産業集積や拠点都市の活力と国際

競争力を維持・強化する上で，イノベーションは重

要な鍵を握っている1)．こうした点に関して，「地域

的イノベーションシステム」をめぐる議論が欧米

では盛んであり，その内容については安孫子誠男

(2000a,b,c) や三井逸友 (2004) によってすでに紹介・

検討がなされている．また我が国の経済地理学の分

野でも，欧米での知識やイノベーションに注目した

産業集積研究を取り上げた研究成果が出されてきて

いる．たとえば，友澤和夫 (2000) は，知識経営論，

ローカルミリュウ論，学習地域論を紹介・検討する

作業を通じて，工業地理学が，生産システムを主と

したものから知識やイノベーションの役割およびそ

の創出過程を重視した学習システムの視点を持った

ものに変化していることを指摘した．また山本健

兒 (2003) は，マスケルとマルムベルイ（Maskell and 

Malmberg）の「イノベーション形成のためには知

識創造が重要であり，知識創造のためには暗黙知こ

そが重要であり，暗黙知の共有・伝達は空間的近接

性を前提とせざるを得ない」という論理を問題とし，

①知識と情報の概念的識別，②知識の二元論的把握

の不適切性，③知識創造と近接性，といった３点に

ついて批判を展開した．さらに水野真彦 (2005) は，

イノベーションの地理的考察には，特許や論文を用

いて知識のスピルオーバーやネットワークを捉える

定量的方法から質問票やインタビューによる質的方

法まで，さまざまな手法が採られてきており，制度

や組織のあり方，技術の性質，距離や領域などの地

理的要素という３つの相互依存的関係を認識し，か

つ実証研究によって検証すること，あるいはまた地

理的・文化的な近接性だけではなく，多様性，流動

性と外的な結合性を考慮に入れる必要があることを

指摘した．

このように，産業集積におけるイノベーションの

議論は活況を呈しているが，ではどのように知識や

イノベーションの地域性や空間性を捉えたらよい

か，こうした点については必ずしも明らかではない．

これらの課題を解明するためには，先にあげた地域

的イノベーションシステム論についての検討が意味

を持ってくるだろう．したがって本論文では，地域

的イノベーションシステム論の内容を批判的に検討

するとともに，知識フローやイノベーションの空間

性に関する考察を行うことにしたい．あわせて，地

域的イノベーションシステムの今後のあり方や政策

的課題についても考えてみたい．

Ⅱ　地域的イノベーションシステム論の検討

１．地域的イノベーションシステム論の概要

まず最初に，地域的イノベーションシステム論が

登場する背景について，言及しておきたい．第１に

あげられるのは，イノベーションシステムに関する

議論であり，ルンドバル（Lundvall, 1992) によるナ

ショナル・イノベーションシステム論の影響をあげ

ることができる．これは，戸田順一郎 (2004) が紹介

するように，「イノベーションが創出されるプロセ

スをひとつのシステムとして捉えようとする試み」

であり，ルンドバルにより，「経済的に有用な新し

い知識の，生産，普及，利用において相互作用する，

その国に立地しているか起源をもつ諸要素，諸関係

からなるシステム」として，定義されている．その

上で，「ユーザーと生産者の間の相互作用」が効率

的に行われる理由として，地理的近接，文化的近接，

政府の役割の存在があげられている．

こうしたナショナル・イノベーションシステム論

と冒頭で紹介した「新産業集積」論とが融合された

ものとして，地域的イノベーションシステム論を位

置づけることができよう．地域的イノベーションシ

ステムという用語は，1990 年代初めから使用され
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ているが (Cooke, 1992)，ここではその後の研究成果

をふまえて作成された図をもとに，地域的イノベー

ションシステムの主要な構造について概要をみてお

こう（図１）．

図では，地域の社会経済的文化的設定を，①知識

の適用・活用，②知識の創造・拡散といった２つの

サブシステムに分けている．①の知識の適用・活用

については，産業企業群を取り囲んで，顧客と契約

業者との垂直的ネットワーキング，協力者と競争者

との水平的ネットワーキングが示されている．これ

に対し，②知識の創造・拡散については，技術と労

働力，それぞれを媒介とした組織，公的研究組織と

教育組織が示されている．そして，①の知識の適

用・活用のサブシステムと②知識の創造・拡散のサ

ブシステムとの間には，知識，資源，人的資本のフ

ローおよび相互作用が太い双方向の矢印で示されて

いる．なお，この図では，①，②に政策が大きく関

わっていることが表されており，そうした政策には，

国のイノベーションシステム，他の地域的イノベー

ションシステム，国際的組織，ＥＵの政策装置がそ

れぞれ相互に関わることが示されている．

地域的イノベーションシステムに関する集団的

な研究成果としては，イギリスウェールズ大学の

クックらによる編著 Regional Innovation Systems 

が 1998 年にまとめられ，現在その第２版が刊行さ

れている2)．著書全体は，世界 14 地域の地域的イノ

ベーションシステムの実態紹介を中心にまとめられ

ているが，最初の章にはクックによる地域的イノ

ベーションシステムの類型化の試みが示されている

（表１）．そこでは，横の列に各地域の「企業イノベー

ション支援のガバナンス」がとられ，それぞれ「草

の根型」，「ネットワーク型」，「統制型」の３区分が

なされている．縦の行にはビジネスイノベーション

がとられ，それぞれ「ローカル型」，「グローバル型」，
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図１：地域的イノベーションシステム（ＲＩＳ）の主要構造
注：原図は Autio(1998)p.134 の図
出所：Tödtling and Trippl(2005),:p.1206



— 25 —

その中間の「インタラクティブ型」という３区分が

なされている．その上で，マトリックスが作られ，

調査対象地域がそれぞれの類型に位置づけられてい

る3)．

たとえば，草の根型・ローカル型の事例としては，

イタリアのトスカーナが，ネットワーク型・ローカ

ル型の事例としては，フィンランドのタンペレが，

統制型・ローカル型の事例しては，日本の東北地方

があげられている．これに対し，草の根型・グロー

バル型の事例としては，カナダのオンタリオが，ネッ

トワーク型・グローバル型の事例としては，ドイツ

のノルトラインヴェストファーレンが，そして統制

型・グローバル型の事例としては，シンガポールな

どがあげられている．

２．地域的イノベーションシステムの事例ーフィ  

　ンランドのタンペレ地域を中心にー

ここではフィンランドのタンペレ地域を事例に，

地域的イノベーションシステムの具体的内容をみて

おくことにしたい4)．

タンペレは，フィンランドの首都ヘルシンキの北

北西160Kmに位置している．人口は 20 万人弱，ピ

ルカンマー地方の中心都市で，都市圏単位ではヘル

シンキ都市圏に次ぐ，フィンランド第２の都市圏で

ある（図２）．

タンペレの市街は２つの湖に面しており，この２

つの湖に高低差があるために急流ができ，その急流

を使い繊維工業が起こり，繊維から各種の金属，

機械工業が発達し，フィンランド随一の工業都市

となった．しかしながら，1970 年代には産業構造

の転換により工業の衰退が始まり，80 年代にかけ

て大幅な従業者数の減少を経験した．これに加え

1990 年代にはソ連の崩壊により重要な輸出先を失

い，深刻な不況に見舞われ，失業率が 10％を超え

るような状況になった．

そうした危機的な状況の中で注目されたのが，地

表１：地域的イノベーションシステムの類型化

出所：Cooke, P., Heidenreich, M. and Braczyk, H-J. eds.(2004)

図 2：対象地域
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域的イノベーションシステムであった．図３は，タ

ンペレのイノベーションシステムの概要を示したも

のである．左側の枠には知識の生産・移転にかかわ

る研究機関，あるいは科学技術関係，金融関係の機

関が示され，右下の枠には大学関係機関やネット

ワークを円滑にする諸機関といった教育関係の機関

が示されている．右側の枠には生産あるいは流通関

係の主要な企業名および従業員数が数字で示されて

いる．両者の間には，地域的イノベーション政策が

示されている．しかもタンペレ地域内での関係とは

別に，それを支えるような形でフィンランド政府の

国のイノベーション政策に関連する機関やＥＵの政

策が示されている．

また表２は，タンペレ地域で創出された主要なイ

ノベーションをリストアップしたものである．1980

年代と比べると，1990 年代に入ってからイノベー

ションの数が増えてきていることがわかる．関係企

業としては，近隣のノキア市でゴム製品製造業とし

て創業され，今や世界有数の携帯電話メーカーとし

て知られるノキア社が目立つ．市の南部では，タン

ペレ工科大学に隣接してサイエンスパークが設けら

れ，ノキアのＲ＆Ｄ施設が立地しており，こうした

ノキア社の存在が，タンペレの地域的イノベーショ

ンシステムの成功にとって大きく効いているといえ

よう．

表３は，タンペレで成果をあげている企業名と製

品名，そして世界市場におけるシェアを示している．

たとえば，Timberjack 社は，林業機械の製造会社

であるが，こうした特殊な機械と情報通信を融合さ

せた製品を製造しており，世界で 30％のシェアを

あげている．この他，鉱山関係の機械のメーカーな

ども比較的高い世界シェアを示している．このよう

に，これまでのタンペレの大型機械メーカーに，ノ

キアなどに代表される情報通信分野が融合する形で

図３：タンペレにおける地域的イノベーションシステム
出所：Marinez-vela, C.A. and Viljamaa, K. (2004)
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新結合が起き，ニッチ分野ではあるけれども世界

シェアの高い企業が，数多く成長してきている．表

４はタンペレ市の工業部門構成をみたものだが，従

業者数では一般機械が第１位を占めるものの，生産

額，輸出額，輸出比率については通信機械が第１位

を占め，通信機械が市の工業をリードしていること

がわかる．

フィンランド政府やタンペレ市による政策的支援

も，地域的イノベーションシステムの成功に大いに

関わっている．タンペレ工科大学やタンペレ大学な

どとの産学連携を通じた産業振興が進められるとと

もに，市中心部の古い工場の再開発と新産業の育成

が図られている．歴史のある大工場の空間を細かく

仕切り，小企業が多数入居するスペースを創り，製

造業だけではなく，情報関係の企業，サービス業等

の入居を促し，新しい産業を育てていく施策が採ら

れている．

このように，タンペレでの地域的イノベーション

システムの試みは，全体としては功を奏してきてい

ると言ってよいだろう．図４によると 1995 年を底

表２：タンペレで創出された主要なイノベーション

出所：Tampere Facts and Figures 2005

表３： タンペレにおける機械関連企業の製品と市
場シェア

出所：Tampere Engineering City. Tampere Region Center of 
Expertise.

表４：タンペレ市における工業部門構成（2000 年）

出所：Statistics Finland

企業名 製品名 世界市場シェア
Ata Gears 海洋機器用らせん状傘歯車 50

Avant Tecno ミニ積み込み機 40
Bronto Skylift 火災救助プラットフォーム 60

Fastems 多層ＦＭＳ 70
Gardner Denver 船舶用コンプレッサー 50
Kalmar Industries コンテナ操縦機械 50
Kvaemer Pulping ボイラー 10～50

Metso Automation 紙加工オートメーション 15
Metso Minerals 可動式砕石機 15

PCE‑Engineerin g コア平板あな開け機 15
Sandvik‑Tamrock 鉱業・建設機械 35

Tamglass 安全ガラス機械 70
Timberjack 林業機械 30

年 イノベーションの内容 関係企業
1974 NMT phone call
1978 automatic teller machine
1984 bioabsorbable implant Bioscience/Bionx
1985 electromechanical film
1988 micro‑chrystalized chitosan Novasso
1991 GSM phone call
1993 analogue Cellular Data Card Nokia
1994 GSM Data Card Nokia
1995 walking forest machine Timberjack
1995 internet phone call Sonera
1996 Personal Digital Assistant Nokia
1998 digital X‑ray imag e Imix
1999 WAP phone and WLAN Nokia
2001 games and image phones Nokia
2002 eCard eTampere/Infocity

工業部門 従業者数 構成比 生産額 構成比 輸出額 構成比 対生産額
(人） （％） （千ユーロ） （％） （千ユーロ） （％） 輸出比率（％）

食料・飲料 1,913 6.0 252,151 3.4 7,759 0.2 3.1
繊維 1,388 4.4 137,349 1.8 62,529 1.3 45.5
衣服 815 2.6 59,078 0.8 11,988 0.3 20.3
皮革 571 1.8 39,987 0.5 12,729 0.3 31.8

木材・木製品 183 0.6 20,666 0.3 1,342 0.0 6.5
紙・パルプ 2,381 7.5 724,670 9.7 485,901 10.2 67.1
印刷・出版 1,808 5.7 255,852 3.4 27,976 0.6 10.9

化学 920 2.9 159,256 2.1 55,985 1.2 35.2
ゴム・プラスチック 2,809 8.8 396,880 5.3 221,157 4.7 55.7

鉱産品 1,689 5.3 191,847 2.6 101,266 2.1 52.8
金属 442 1.4 45,154 0.6 7,947 0.2 17.6

金属製品 3,096 9.7 488,922 6.5 131,896 2.8 27.0
一般機械 6,420 20.1 1,173,445 15.7 782,969 16.5 66.7
電気機械 362 1.1 34,557 0.5 4,129 0.1 11.9
通信機械 4,131 13.0 3,085,056 41.3 2,674,872 56.4 86.7

医療・精密機械 1,701 5.3 225,561 3.0 78,641 1.7 34.9
輸送機械 902 2.8 139,403 1.9 66,282 1.4 47.5
その他 355 1.1 41,826 0.6 9167 0.2 21.9
合計 31,886 100.0 7,471,660 100.0 4,744,535 100.0 63.5
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にして，再び工業の従事者が増えている．ただし，

失業問題がなくなっているかというとそうでもな

く，依然として失業率は 10％を超え，高い状況が

続いている．雇用効果という面では，地域的イノベー

ションシステムには，問題が残されているといえよ

う．

３．地域的イノベーションシステム論の拡がりと

　問題点

クックらによって始められた地域的イノベーショ

ンシステムの議論は，いろいろな経路を経て，現在

大きな広がりをみせている．

まず第１に，地域政策との関連では，ＥＵの「地

域的イノベーション戦略」（Regional Innovation 

Strategies(RIS)）への発展があげられる．ランダバ

ソとライド（Landabaso and Reid, 1999) によると，

1992 年 3 月にＥＵの地域政策委員がウェールズ開

発公社の責任者と会い，１ヶ月後に委員会はクック

とモーガン（Cooke and Morgan）が作成した「ウェー

ルズ地域的イノベーション戦略」の提案を受けたと

されている．1993 年末までに，ウェールズ，ロレー

ヌ，リンブルク，ザクセンの４地域が，「地域技術

プラン（ＲＴＰ）」の試行地域とされ，これがＲＩ

Ｓにつながっていった．

三井逸友 (2004) によると，1990 年代後半以降 100

か所以上で実施され，主な施策としては，企業への

研究開発補助金の提供，大学への助成，研究技術機

関や産業技術センターへの支援，研究と産業とのイ

ンターフェースの活発化，中小企業へのイノベー

ションサービス，クラスター政策，研究開発資金の

公的援助，教育・訓練などがあげられている．

第２に，ＥＵだけではなく，北欧諸国同様に人口

が希少で，人材を有効に活用してイノベーション

を起こしていくことに力を注いでいるカナダで，

Innovation Systems Research Network と名付けら

れた活動が活発になっている（Holbrook and Wolfe 

eds., 2000, 2002; Wolfe ed., 2003; Niosi, 2005)．

第３に，1990 年代の終わりから，ポーターが，

国の競争優位に代えて地理的な集積をベースにした

イノベーションの議論を展開してくる中で，そうし

たクラスター論と地域的イノベーションシステム論

が連動する形で広がりをみせている．

このように，地域的イノベーションシステム論は，

各方面から注目され，各地で広がりをみせている．

しかしながら，問題点がないわけではない．それら

を以下に述べることにしたい．

第１に，理論的な考察の不十分さがあげられる．

地域的イノベーションという表現がなされている

が，地域の範囲をどのように捉えるか，対象地域の

空間的なスケールは明確ではない．資料入手の制約

上，あるいは地域政策との関係を重視するゆえに，

行政上の単位をもとに地域設定をするケースもあり

うるであろうが，より厳密に画定するとなると，イ

ノベーションを引き起こす際の知識の空間的結合，

イノベーションの普及に関わる知識の空間的波及範

囲，こうした知識フローの空間性をどのように把握

するかという議論が必要になろう．

また，イノベーションシステムを，そもそも地域

で取り上げることの意義はどこにあるのかという点

図４：タンペレ市における工業従業者数の推移
出所：タンペレ市提供資料
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の検討も必要であろう．その際，国民的イノベーショ

ンシステムとの差異を踏まえ，地域的イノベーショ

ンシステムの定義，アプローチ，独自の意義といっ

たものを明確にしていくことが必要となる．国民的

イノベーションシステムでは，企業の研究所や公的

研究所，公共政策など，産業のイノベーションに関

わる諸制度や制度的アクターに力点が置かれ，国民

国家の枠組みが重視されるのに対して，地域的イノ

ベーションシステムでは，ローカルな枠組みでの企

業間の協調や信頼関係，知識の共有，企業家精神な

どが強調される傾向にある（Acs, 2000 ほか）．企業

間関係，知識インフラ，コミュニティーのあり方，

企業内部組織，金融セクターの制度，インフラの面，

企業戦略・構造・競争など，さまざまな面での対比

は可能であるが，トータルとしての地域的イノベー

ションシステムの特徴づけが求められているのであ

る．

第２の問題点は，地域的イノベーションシステム

に関する実態分析において，深い分析が不足して

いるという点である．Regional Innovation Systems 

の中で事例研究が多数盛り込まれているが，分析の

不十分さが否めない．事例として取り上げられてい

る地域がなぜ選ばれたのか，十分な説明がなく，ま

た分析内容がイノベーションとはほど遠い，大雑把

なデータを使った概要紹介があまりに多い．さらに

は，成果が検証されていない地域の取り組み，こう

したものの紹介が多くなされている．

こうした第２の問題点は，第１の問題点と関わっ

ており，知識フローの空間性やイノベーションシス

テムの地域把握の意味をより明確にすることによ

り，実態分析の具体的な方法を見い出すことも可能

となろう．そこで次章では，知識フローの空間性，

イノベーションの地域性について，検討することに

したい．

Ⅲ　知識フローとイノベーションの空間性

１．知識フローの空間性

１）知識フローの把握

知識のスピルオーバーや知識フローに関する研

究は，イノベーションへの関心の高まりととも

に，著しい増大をみせている (Meyer, 2002; Dahl 

and Pedersen, 2004; Karlsson, Flensburg and Horte 

eds., 2004)．知識フローの空間性の議論に入る前に，

知識をどのように定義し，いかなる手法で知識フ

ローを把握するのかという点を整理しておこう．

知識の問題を考えるにあたっては，野中郁次郎や

紺野　登らの知識経営の議論が参考になる（野中郁

次郎・竹内弘高 , 1996; 紺野　登 , 1998; 野中郁次郎・

紺野　登 , 1999)．そこでは知識は，ヒト・モノ・カネ・

情報に次ぐ「第５の成長の源泉」として位置づけら

れ，情報と明確に区別されている．情報が，数値や

テキストなどの客観的媒体により表現され，複写可

能で，フローとして捉えられるデータの集まりであ

るのに対して，知識は，ストックとして捉えられ，「事

象の変化を超えて人々や組織集団が共有する，物事

や事象の本質についての理解」，「認識・行動するた

めの道理にかなった秩序」と定義されている（紺野

　登 , 1998, pp.32-33）．

また知識は，通常の財やサービスと比べ，ユニー

クな特性をもっている．知識の一般的特性として

は，①資源の有限性に制約されない，空間的制約を

も超える（非有限的資源），②使用によって増え，

使用しなければ陳腐化してしまう，加工・流通のプ

ロセスによって利益を生み出す（収穫逓増資源），

③生産と活用のプロセスが不可分（生産と使用の非

分離），④分節によって価値次元が増加する（分節

による価値創出），といった４点が指摘されている．

それではこうした知識のフローをどのように把

握したらよいのだろうか，ここではヨーロッパに

おける知識フローに関する研究成果をみてみよう
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（Caloghirou et.al.eds., 2006)．これは，「ヨーロッパ

の産業におけるイノベーション関連知識のフロー

（ＫＮＯＷ）プロジェクト」の成果をまとめたもの

である．第１部理論と概要，第２部個別分析，第３

部政策の３部構成から成っているが，ここでは第１

部の知識フローに関する概念整理と調査の概要を紹

介することにしよう5)．

伝統的な知識フローの指標としては，①科学を

ベースとした指標（特許，文献引用指標など），②

技術に関連した指標（Ｒ＆Ｄ投資や機械・装置の輸

出入，企業，大学，研究機関の技術協力などのデー

タベースなど），③人的資本指標（高度人材のストッ

クおよび移動に関するデータなど）があげられる．

一方，これらの問題点としては，イノベーション活

動に使用される知識フローの間接的な測定に留まっ

ていること，コード化された知識に限定され，暗黙

知や人に体化された知識を評価できないこと，知識

フローの複雑さを把握できないこと，などが指摘さ

れている．知識フローの複雑さについては，図５に

示したように，知識そのものの特性，企業の戦略や

企業文化，吸収能力，競争や協調の状況変化に応じ

て，必ずしも単線的なフローにならず，チャネルの

切り替えも含めて多様な知識フローが複雑に絡み

あっている．

こうした限界を克服するために，ＫＮＯＷプロ

ジェクトでは，知識フローの新たな指標化を試みて

いる（表５）．そこでは，１）知識源泉の組織（①個

人，②他の企業，③学術部門（大学，公的研究機関），

④政府機関），２）知識伝達のチャネル（①文書的，

②音声的，③電子的，④個人的，⑤製品・サービス，

⑥共同），３）チャネルの属性（①階層構造，②内部

化，③価格，④制限），４）知識のタイプ（①市場知識，

②科学知識，③技術知識，④戦略的知識）といった

操作基準が設けられている．

こうした知識フローの指標化を経て，ＫＮＯＷプ

ロジェクトでは，企業に対する直接的な調査を大規

模に実施している．これは，コンピュータを援用し

た電話インタヴュー調査であり，５業種（食品・飲

料，化学，通信機器，情報通信サービス，コンピュー

ター関連），７カ国（ドイツ，フランス，イタリア，

オランダ，イギリス，デンマーク，ギリシャ），558

企業についてのデータベースが構築され，分析がな

されている6)．なお，対象企業は，過去３年間で１

件以上のイノベーション（新製品，製品改良も含む）

を行った企業で，従業員規模は，50 人未満が 55%

を占め，中規模・大規模企業（250 人以上）は 40％

を占めていた．その後，558 社のうち 71 企業につ

いて，より詳しいインタヴュー調査が実施されてい

るが，ここでは 558 社についての分析結果の概要を

みることにしよう．

まず最初に，イノベーションにつながる新しいア

イデアの入手に関する検討がなされているが，見本

市や会議への参加，科学雑誌もしくはビジネス雑誌

の購読が全体としては多く，また約半数の企業が，

競争相手の製品の技術分析（リバースエンジニアリ

ング）を行っている一方で，特許データベースの

探索はあまり一般的ではない（オランダの企業を

除く）．また，イノベーションの保護については，

国による違いが大きく，ドイツでは 80%以上の企

業が秘匿を重視しているのに対し，イタリアやギリ

シャではリードタイムの優位性を重視している．し

かも，ドイツやオランダの化学企業を除く多くの企

業で，特許は重視されていない．

新たな科学者・エンジニアの雇用に関しても，国

による違いが大きい．フランスやオランダの企業で

は，半数が自社内の他の部署から採用しているのに

対し，イタリア企業の場合は，46％が大学や公的研

究機関から採用している．経済的に最も重要なイノ

ベーションは，需要サイドの顧客からもたらされる

ことが全般的であるが，イタリアではサプライヤー

や競争者の割合が，オランダではサプライヤーや大

学が，それぞれ重要な役割を果たしている．またど
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図５：知識フローの複雑さ
注：原図は、Arundel et al.(1998)
出所：Arundel and Constantelou (2006): p.51.

表５： 組織的文脈における知識フローの類型化

階層的
内部化 内部化 内部化
非価格 非価格 非価格 価格
制限 制限 制限 非制限 非制限

内部レポート 内部レポート コンサルタントによるレポート 回覧を制限された文書 特許
ＲＪＶレポート

内部の会議 内部の会議 コンサルタント 閉じた会議 オープンな会議
ＲＪＶ会議 電話

企業内メール 企業間メール ニュース ニュースグループ インターネット

内部の人事異動 内部の人事異動 スタッフの引き抜き 退職/雇用 不正規な学習過程
工場内研修 外部との人事交換

フォーマルな研修

内部の製品交換 内部の製品交換 リバースエンジニアリング
ＲＪＶ製品交換

プロジェクト会議 観察
チームワーク プロジェクト会議

チームワーク

人に体化

製品

共同行為

プロパティ
非階層的

チャネル

書かれたもの

口頭によるもの

電子的なもの

    

 

   企業Ａ：イノベーションを生み出す             秘匿による知識の保護 

      創造的な営為 

 

 

      

  イノベーションを生み出すために                コード化されない知識 

  使われる知識のコード化もしくは体化 

 

 

 

  市場                会議や見本市、    特許                非公開の 

  特許化されない      雑誌を通じた      イノベーション      補完的情報 

 イノベーション      情報の拡散 

 

 

 

 

  リバース            会議参加、    公開された特許     ライセンシング   非公式接触 

 エンジニアリング    雑誌購読     データバンクへの    契約           ジョイント 

                                  アクセス                           ベンチャー 

                                                                      

 

 

 

                     企業Ｂ：イノベーションを生み出す 

               知識獲得を希求 

 

 

 

 

 

 

 

注：RJV とは、Research Joint Venture の略。
出所：Caloghirou, Constantelou and Vonortas(2006): p.73．
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の国でも，企業内部の知識がイノベーションにとっ

て高く評価されており，とくにドイツやイギリスで

この傾向が強い一方で，オランダの企業ではオープ

ンなイノベーション環境が重視されている．こうし

た中でイタリアの企業は，イノベーションの源泉を

企業の内部と外部にバランス良く求めている．

ところで，知識を外部から得る理由は，開発費

用・リスクの削減や専門技術の強化があげられてい

るが，外部知識源の立地に関しては，同一国内とし

た企業が全体としては多く，依然としてナショナル

スケールが重要な意味をもっていることがわかる．

他のヨーロッパ諸国の割合が相対的に高いのは，ギ

リシャ，オランダ，デンマーク，フランスで，オラ

ンダの場合は，アメリカ合衆国の比率も比較的高く

なっている．

外部の知識源への接触に関しては，全体としては

過去の経験が最も重視されているが，イギリスでは

ビジネス専門機関の比率が高くなっている．また，

コミュニケーション方法としては，インフォーマル

な個人的接触が圧倒的に多く，共同研究がこれに続

いている．

以上，ヨーロッパ企業における知識フローの特性

についてみてきたが，国別と産業別にみた特徴把握

が中心となっており，地理的近接性との関係や国に

よる違いの要因分析など，より詳しい分析は検討課

題として残されている7)．

２）知識フローの空間性

知識フローの空間性についての議論に移ろう．こ

の点に関しては，冒頭でもふれたように，マスケル・

マルムベルイ（Maskell and Malmberg, 1999) をは

じめ，研究成果が蓄積されつつある．そこではマイ

ケル・ポランニーの「形式知」（言語化された明示

的な知識）と「暗黙知」（言語化しがたい経験や技能）

との区分が話のベースになっており，形式知は非常

に動きやすいのに対して，暗黙知は粘着性があり，

地理的に固着性を有するものと考えられている．し

たがって暗黙知を非常に重視する考え方であれば，

地域的なイノベーションシステムにつながっていく

ような，地域の中での暗黙知のありようが重要に

なってくる．

これに対し山本健兒 (2005) は，諏訪や浜松での実

証研究をふまえ，地域外からの知識の導入も，産業

集積の活性化にとって重要であるとの見解を示して

いる8)．すなわち，「産業集積地域を構成する諸要素

が集団として，外部との開放的な関係を作り出しう

るような場合に，知識創造がより活発になされるの

ではないか」と述べ，「暗黙知を内面化している人

の移動，暗黙知を外部から持ち込みうる人間関係や

組織間関係，コード化された知識を外部から取りい

れる探索能力などがポイントとなろう」と指摘して

いる．

地域内と地域外とをつなぐ議論としては，ローカ

ルバズ（buzz) とグローバルパイプライン (pipeline)

という概念を使った説明が近年なされている

（Bathelt et al., 2004)．バズは，ストーパーとベナブ

ルズの論文でなされたもので，地域の狭い範囲で既

知の人々が交わすうわさ話などの会話であり，なに

げない会話が企業間関係を新たに構築したり，イノ

ベーションをもたらしたりする局面を重視したもの

といえる (Storper and Venables, 2004)．これは，暗

黙知よりもくだけた捉え方であり，知識とは言えな

い種類のものも含むと考えられる．これに対し，パ

イプラインとは，クラスター内の企業と距離的に離

れた知識生産中心との距離を置いた相互関係に使用

されるコミュニケーションのチャネルで，重要な知

識フローはネットワークパイプラインを通じて生み

出される．企業にとって，ローカルバズとグローバ

ルパイプラインを通じて得られる知識の両方へのア

クセスが必要であり，両者の関係は企業の吸収能力

に依拠している．こうしたローカルバズとパイプラ

インの結合によって地域のイノベーションが説明さ

れているのである．
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うな文書に依拠する形式知の卓越，より革命的イノ

ベーションを特徴とする．こうした事例としては，

バイオ産業による新製品開発などがあげられよう．

海外の特許情報や学術雑誌での研究成果，大学での

研究成果をふまえて，企業の中央研究所の研究員

チームが，国の試験研究機関のスタッフと共同で新

製品を開発する，といったケースが想定されうる．

こうした知識ベースの２類型に注目して知識フ

ローの空間性を検討し，産業集積地域の類型化を試

みたものとして，ガートラーらによる研究がある

（Gertler and Wolfe, 2006)．彼らは，カナダの 26 の

クラスターのうち 13 のクラスターを取り上げ，実

態分析をふまえた上で，類型化を試みている（表７）．

ここでは知識ベースを統合的なものと科学的なも

の，両者の中間としてのハイブリッドといった３つ

に分け，これを縦軸にとり，知識フローの地理的な

源泉を，グローバルが強いのか，ローカルが強いの

か，両方なのかといった区分を横軸にとり，マトリ

クスを作成している．こうした類型区分に基づくと，

サドバリーの鉱業，ウインザーの自動車部品のクラ

スターは，暗黙知的な統合的知識をベースとした

ローカル性の強いクラスターとして位置づけられる

のに対し，サスカトゥーンの農業バイオクラスター

ところで，欧米の研究者の間では，先にみた形式

知，暗黙知といった知識の区分とは異なる「知識ベー

ス」の考え方に基づき，産業集積地域のイノベー

ションを論じる研究が増えてきている (Asheim and 

Coenen, 2005, 2006)．表６は，知識ベースの２類型

について説明したものである9)．「統合的 (Synthetic)

知識ベース」は，既存の知識の適用と通常の結合に

よるもので，しばしば帰納的過程を通じて，問題に

関連した知識の重要性が，顧客やサプライヤーとの

相互学習，より具体的なノウハウや技能，実用的ス

キルに依拠した暗黙知の卓越，主として斬新的イノ

ベーションに関係するものとされている．こうした

事例としては，工作機械などの機械工業の現場があ

げられよう．ユーザーから投げかけられた問題に対

して，工作機械メーカーがサプライヤーとともに検

討し，現場で試行錯誤を繰り返しながら，問題解決

のコツを暗黙知的に体得し，改良製品を生み出して

いく，といったケースが想定されうる．

これに対し，「分析的 (Analytical) 知識ベース」

では，新たな知識の創造によるイノベーション，し

ばしば演繹的過程とフォーマルなモデルに基づく科

学的知識が重要となる．企業のＲ＆Ｄ部門や試験研

究機関との共同開発が想定され，特許や印刷物のよ

表６：統合的知識ベースと分析的知識ベース

出所：Asheim and Gertler(2005)
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は，分析的知識をベースとしたグローバル性の高い

クラスターとして捉えられている．また，ハイブ

リッドな知識をベースとしたクラスターとしては，

グローバル性の高いものとしてモントリオールの航

空クラスターが，ローカル性が高いものとしてトロ

ントの医療技術クラスターが，グローバルとローカ

ル両方の性格をもつクラスターとしては，オカナガ

ンやナイヤガラのワインクラスターがそれぞれ位置

づけられている10)．

なお，こうした地域を軸に知識フローの空間性を

論じる研究とは別に，産業を軸にすえた研究成果も

注目される11)．セクターイノベーションシステム論

については，すでに紹介したことがあるが，ブレ

シ・マレルバは，イノベーションの空間的群生化を

めぐる産業間の差異を，①革新的企業の競争と淘汰

の過程，②革新的企業の地理的分布，③企業のイノ

ベーション過程における知識の空間的境界の３点か

ら論じ，そうした分析枠組みを具体的な産業分析に

適用している（Breschi and Malerba, 1997)．その

後の研究成果（Malerba ed., 2004) では，ヨーロッ

パの６つの主要な産業部門（医薬，化学，通信，ソ

フトウェア，工作機械，サービス）を取り上げ，セ

クターイノベーションの議論を発展させている．そ

こではセクターイノベーションシステムの構成要素

として，ａ．知識と技術，ｂ．アクターとネットワー

ク，ｃ．制度をあげ，それぞれの要素について詳細

な検討を行うとともに，選択や多様化の過程，共進

化といったセクターイノベーションシステムの動態

的な変化，歴史的変化についても分析が拡張されて

いる．また，セクターイノベーションシステムと国

民的イノベーションシステムとの関係についても考

察がなされており，各セクターのシステムの国家間・

地域間の異同や各国の国際的なパフォーマンス，多

国籍企業との関係が明らかにされている．

２．イノベーションの空間性

知識フローの空間性やセクターイノベーションシ

ステムでの議論を踏まえると，必ずしもイノベー

ションが地域に限定されるとは考えにくい．地域的

なイノベーションシステム論でみられた固定的な地

域のスケールを設定するのではなく，むしろ重層的

な空間スケールを想定し，相互の関係を踏まえなが

らイノベーションの空間性を捉えていくことが重要

だと思われる12）．以下では，まず３つの空間スケー

ルについてイノベーションの問題を検討し，最後に

空間スケールを統合する試みを提示することにした

表７：知識ベースによるカナダのクラスタ－の類型化

出所：Gertler, M.S. and Wolfe, D.A.(2006)

　　　　　　　　　　　　　　

知識ベース グローバル（強） グローバル・ローカル両方 ローカル（強）

オンタリオ（鉄鋼） サドバリー（鉱業）

ウインザー（自動車部品）

モントリオール（航空） オカナガン（ワイン） トロント（医療技術）

ナイアガラ（ワイン）

トロント（食品）

サスカトゥーン モントリオール・トロント・

（農業バイオ） バンクーバー（バイオ）

オタワ（光通信）

知識フローの地理的源泉

統合的（Synthetic）

ハイブリッド

分析的（Analytical）
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こうしたグローバルな知識の獲得と活用に関する

研究は，主として国際経営学の分野で蓄積されてき

ており，日本でも，グローバルな研究開発体制のな

かで，海外の知識を取り込み，移転・融合し，活用

するといった「ナレッジ・マネジメント・サイク

ル」に関する研究（浅川和宏 , 2002) や，日本企業

の海外研究開発活動についての実態分析をもとに，

グローバル・イノベーションのマネジメントを論じ

た研究（岩田　智 , 2007) など，活発な議論がなされ

ている13）．

これに対し小野彩子 (2007) は，経済地理学の視点

から，松下電器産業を取り上げ，有価証券報告書の

「技術受入契約」，「技術援助契約」の記載事項をデー

タベース化し，国際的な提携関係の歴史的展開を事

業部門，製品ごとに検討し，欧米からの技術導入，

アジアへの技術供与という流れを明らかにした．さ

らに，中国での現地調査を通じて，製品内容により

グローバルな知識結合にも２種類のタイプがあるこ

とを指摘した．１つは「プラットフォームタイプ」

と呼ばれるもので，デジタルテレビや携帯電話，カー

T ＶなどのＡＶ製品が該当し，日本・欧米・中国の

研究開発拠点が相互に連携し合い，グローバルな知

識の結合が試みられている．もう１つは「個別対応

タイプ」と呼ばれ，洗濯機，掃除機，炊飯器などの

家庭用電気機器が該当し，担当する市場ごとに，日

本，タイ，中国で独立した研究開発体制が敷かれて

いる．

ところで，グローバルスケールでのイノベーショ

ンを考える上で留意すべきは，制度や文化の差異で

あり，多国籍企業といえども企業文化の差異を免れ

ることは難しく，そうした差異がイノベーションに

どのように関わるかという点である．この点に関連

した注目すべき研究成果としては，シェーンバー

ガー（Schoenberger, 1997) とガートラー（Gertler, 

2005) の研究がある．シェーンバーガーは，ゼロッ

クスを事例に取り上げ，アメリカのゼロックス本社

い．

１）グローバルスケール

イノベーションを国境を越えた空間スケールで考

えるとすると，まずは国際技術移転の問題が想起さ

れよう．これについては比較的多くの研究成果がす

でに蓄積されており，革新的技術の空間的拡散につ

いても論じられている（菰田文男 , 1987; 杉浦芳夫 , 

1987など ）．むしろ，グローバルスケールで中心と

なるのは，多国籍企業によるグローバルな知識の獲

得と結合を通じたイノベーションに関するトピック

スだろう (Mahnke and Pedersen eds., 2004)．

小野彩子 (2007）の整理によると，企業の海外研

究開発活動は，1970 ～ 1980 年代には，本国からの

知識移転を支援することや，本国の知識を現地市場

向けに適応させることが中心的役割であったが，

1990 年代以降になると，既存の優位性を強化する

役割を担うとともに，新たな技術優位性の獲得によ

り本国の技術を強化する役割をも担うことが指摘さ

れるようになったという．

多国籍企業による海外研究開発拠点については，

Kuemmerle(1997) が，アンケート調査およびインタ

ヴュー調査に基づき，①ホームベース補強型研究所，

②ホームベース応用型の２つに分けるとともに，立

地特性についても明らかにしている．すなわち，前

者では有益な研究開発資源の獲得，科学的優位性の

確保が立地決定にあたり重視され，後者では現地市

場への対応として製品の改善・改良が目的とされる

ために，現地生産拠点への近接性が重視される．

また，ヨーロッパにおける多国籍企業 345 社の

特許取得状況を分析した研究によると，多国籍企業

による海外の研究開発拠点は，技術志向型，ホーム

ベース応用型，ホームベース補強型，市場志向型に

分類され，海外研究開発活動に関しては，ホームベー

ス応用型とホームベース補強型が中心で，なかでも

ホームベース補強型の戦略がより重要になっている

（Le Bas and Christophe, 2002）．
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よりも日本の富士ゼロックスの方が製品開発の面で

優れた成果を収めた理由を，アメリカと日本のトッ

プマネジメントの考え方や戦略の違いに求めてい

る．

またガートラーは，工作機械産業におけるドイツ，

アメリカ，日本企業の国際競争関係に注目するとと

もに，カナダにおける工作機械メーカーとユーザー

との関係を取り上げ，地理的近接性とは異なる，文

化的近接性，組織的近接性の重要性を指摘している．

２）ナショナルスケール

ナショナルスケールでのイノベーションとなる

と，第２章でふれたようにナショナル・イノベーショ

ンシステムの議論が中心となろう．ナショナルとい

う視点でイノベーションシステムを考察する理由と

しては，第１に国民的イノベーションシステム間に

明確な差異が存在し，国際比較につなげていけるこ

と，もう１つはイノベーションプロセスにおいて政

府・政策の役割，制度の役割が重要であること，こ

うした２点が指摘されている（Edquist, 1997)．フ

リーマン（Freeman, 1989) は，「新しい技術を開始し，

輸入し，修正し，普及させるような，私的・公的セ

クターにおける諸制度のネットワーク」として国民

的イノベーションシステムを位置づけ，第２次大戦

後の著しい経済成長に貢献した日本のイノベーショ

ンシステムに注目し，その特徴点として，①通産省

の役割，②企業内Ｒ＆Ｄ戦略の役割，③教育・訓練

システムの役割，④企業間関係の役割の諸点を指摘

したのである．

ただし，ナショナル・イノベーションシステムの

研究の多くは，国を空間的な拡がりをもったものと

して捉えるという視点は弱い．国民経済視点からイ

ノベーションの地域構造を論じるとすると，イノ

ベーションの地域間格差が重要な論点の１つになろ

う．欧米では特許に関するデータを使用して，地域

間もしくは都市間のイノベーション活動の地域差を

明らかにする研究成果が出されている14)．日本にお

いても，平成４年版の『科学技術白書』で，「科学

技術の地域展開」が中心的なテーマとされ，公設試

験研究機関や大学，民間企業研究所等の研究機関数

および研究者数の地域別割合，研究拠点の集積形態，

特許出願件数，都道府県における科学技術の総合的

取り組みなどが明らかにされている．問題は，こう

したイノベーションの地域間格差をどのように説明

するかにあり，イノベーションに関わる主体（企業，

大学，研究機関，個人など）の立地，主体間関係と

主体と地域との関係，知識フローの態様，制度や政

策の役割などを考慮した理論化が求められているの

である．

３）サブナショナルスケール

サブナショナルスケールでのイノベーションと

いっても，固定的な空間スケールはなく，地方ブロッ

クスケールから都市圏スケールまで，広狭さまざま

である．近年では，地域よりもむしろ都市，産業集

積よりも都市集積をベースにしたイノベーションの

検討が重要となっている．

具体的な事例として，ヨーロッパにおける主要大

都市圏を取り上げ，イノベーティブな企業に対する

アンケート調査の結果をもとに，イノベーションが

醸成される環境とはどのようなものかを検討した試

みを紹介しよう（Simmie, 2001)．そこでは都市の

規模とイノベーションとの関係について論じられて

いるが，小都市では，地域化された制度・政治の枠

組みがもつ優位性を発展させることができるもの

の，それはまれで，大枠は規模の経済を基本とし，

特化市場の多様性，規模の拡大，情報交換の質・量

の増加，職場での経験の発展，労働力のフレキシビ

リティやモビリティの増大，イノベーションの価値

の増加，リスクを負う文化の開拓能力，部門間交流

の機会の増大といった大都市における伝統的な集積

が強化されてきている．都市のイノベーションに

とって，従来はミリュー経済のような地域的特化の

経済が重視されてきたが，現在では多様な専門化が
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その上で，それぞれに対応した政策のあり方が論

じられている．周辺地域では，地域経済の強化がま

ずは課題であり，そのためには外部からイノベー

ティブな企業を引きつけることが最も重要で，それ

らを地域的イノベーションシステムのアンカー企業

にすることである．これに対し，古くからの工業地

域では，新分野への移行を促進し，新しい市場に向

けた製品革新と工程革新を促すことに重点が置かれ

るべきで，古くからの産業の再構築・再生と新産業・

新技術のクラスターの発展が求められるとしてい

る．海外直接投資の導入，新産業や新技術分野を支

援する大学や研究センターの設置も重要な課題とさ

れている．また，大都市圏地域では，企業間のコミュ

ニケーションや連携を強化することが求められ，創

業やスピンオフを支援することや高度な研究機関の

設置が課題となっている．

３．知識フローとイノベーションの空間性とイノ

　ベーションシステム論

以上，知識フローの空間性とイノベーションの

空間性をみてきた．企業が生み出すイノベーション

に関しては，グローバル，ナショナル，サブナショ

ナルといった重層的な空間スケールを適用して，相

みられる都市化の経済に重心が移ってきている．あ

るいはまた，より空間スケールの小さなものを対象

とすると，「ロカリティー」とイノベーションとの

関係も検討課題となろう．

また，単一の地域ではなく，複数の性格の異なる

地域を取り上げ，地域的イノベーションシステムの

比較や政策的課題を提起した研究成果も注目される
15)．ここでは，国内地域のうち，①周辺地域，②古

くからの工業地域，③大都市圏地域の３種類の地域

を取り上げ，イノベーションがうまく起きない障害

（「イノベーションバリア」）について検討した研究

をみてみよう（Tödtling and Trippl, 2005)．図６に

示したように，イノベーションの創造を阻んでいる

要因は関係し合っているが，国内の周辺地域ではイ

ノベーションを起こす企業・人材・研究機関などの

資源が不足しており，「組織面での希薄さ」が大き

な障害となっている．これに対し，古くからの工業

地域では，企業間関係や産学官の関係が固定化して

おり，こうした「ロックイン」の状態が変化を妨げ

ている．また大都市圏地域では，さまざまな外部不

経済が発生しており，各種の主体の活動が「分裂」

状態に置かれており，イノベーションが起こりにく

くなっている．

図６：地域的イノベーションシステムの欠陥と問題地域の類型
出所　Tödtling and Trippl (2005)
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互の関連性を論じることは可能であろう．その際に

は，取り扱われる知識の特性に対応して，空間的な

スケールも異なってくるであろうし，ローカルバズ

とグローバルパイプラインの話にあるように，地域

の内部と外部との知識フローの空間性を考慮したイ

ノベーションの議論が必要になろう．

問題は，イノベーションをシステムとして捉える

イノベーションシステムの議論が，どのように空間

スケールと対応するかという点にある．システム形

成の主要な主体として，中央政府や地方政府を考え

るとすると，ナショナル・イノベーションシステム

と地域的イノベーションシステムは成立しうると思

われるが，グローバルスケールではＥＵスケールで

の議論は一部ありうるとしても，世界全域にわたる

システムを現時点では考えにくい．

現実的に可能な選択としては，地域的イノベー

ションシステムの比較を通じてナショナル・イノ

ベーションシステムの地域性把握を深め，その上で

ナショナル・イノベーションシステム間の国際比較

を進めていく，こうした方向性が考えられよう．そ

の際には，ローカル，ナショナル，グローバルをつ

なぐ企業のイノベーション活動と知識フローの空間

性に注目することも重要であろう．

Ⅳ　おわりに　

第Ⅱ章では，フィンランドのタンペレ地域での具

体例などを含めて地域的イノベーションシステム論

の内容を紹介するとともに，理論・実証両面にわた

る検討課題を提示した．その上で，第Ⅲ章では，知

識フローの空間性とイノベーションの空間性に関わ

る主要な研究成果を整理してきた．知識フローとイ

ノベーションの実態は，地域的イノベーション論の

枠組みだけでは捉えきれないほどに，広域化すると

ともに複雑化してきている．とはいえ，地域的イノ

ベーションシステム自体が全く意義を失っているか

といえば，それはむしろ逆であろう．冒頭でも述べ

たように，産業集積地域の国際競争力を維持・強化

する上で，イノベーションの重要性は増してきてお

り，地域的イノベーションシステムについての正確

な理解と実態分析をふまえた政策的課題の提示が求

められているということができよう．

そこで最後に，日本の産業集積地域にとっての地

域的イノベーションシステムの意義と課題を考えて

おくことにしたい．

筆者も委員として参加した経済産業省「地域産業

集積活性化施策（Ａ集積）に関する調査委員会」で

は，集積地域内企業にアンケート調査を実施し，イ

ノベーションを起こす上で，工業集積地への立地が

メリットを持っているかどうかを聞いている（経済

産業省 , 2006)．その結果，「大きなメリットがある」，

「メリットがある」と答えた企業は，全体の３割弱

にとどまった．とりわけ，「分工場誘致型集積」では，

「メリットはほとんどない」が６割に達した．メリッ

トがある場合の内容としては，「近隣の異業種との

交流」が高い比率を占め，またイノベーション実現

の外部要因としては，「発注元や受注元との相談」

が全体としては大きな割合を占めた．なお，「企業

城下町型集積」では，「大学等の研究機関との交流」

や「公的試験研究機関等のアドバイス」も比較的高

い割合を占めた点は注目に値する．

このように，日本の産業集積地域では，より広域

的な範囲の中でイノベーションを考える必要がある

とともに，知識フローのチャネルも産業集積地域の

類型により異なる点に留意する必要がある．大田区

や東大阪の大都市型産業集積，浜松や諏訪・岡谷な

どの地方都市型産業集積では，中小企業間の異業種

交流の真価が問われており，また企業城下町では大

企業自体のイノベーション創出力とともに，産学官

連携を通じた新たな主体間関係の構築と新産業創

出，下請・関連企業の自立化，中小企業の技術開発

力と新事業の展開など，企業城下町の「体質」改善
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が重要な課題となっている．分工場経済地域におい

ては，分工場の「マザーファクトリー」化，中小企

業との連携強化が求められている．

いずれにしても，グローバル，ナショナル，ロー

カルといった空間スケールの重層性の中で，地域の

イノベーションシステムを位置づけ，地域の主体間

関係に注目をし，そこでの知識のフローを明らかに

し，そうしたフローの中でイノベーションがどのよ

うに生み出されてきているか，正確な分析が求めら

れている．

そうした分析に加え，日本の地域的イノベーショ

ンシステムを把握する上では，「イノベーションの

風土」とでも呼ぶべき地域特性に注目することが重

要であろう．これは，冒頭で取り上げたＧＲＥＭＩ

の研究で注目された「ローカル・ミリュー」に近い

ものである．高度に発達した科学技術の世界におい

てもなお，地域社会の歴史や文化，自然と一体化し

た地域の個性に注目したイノベーションの議論には

無視しがたい価値があるように思えるのである．こ

の点については，別の機会に論じることにしたい．

注

1)　イノベーションの捉え方には諸説がある．Christensen
（1997) は，イノベーションを抜本的イノベーション
（radical innovation) と漸進的イノベーション（incremental 
innovation) に分け，Abernathy=Clark(1985) は，横軸に既
存技術の保守強化（工程革新）と既存技術の破壊（製品革新）
をとり，縦軸に既存市場の深耕と新市場創出をとり，構築
的革新（Architectual)，間隙創造 (Niche Creation)，通常的
革新 (Regular)， 革命的革新 (Revolutionary) の４類型を示
した．一橋大学イノベーション研究センター編　『イノベー
ション・マネジメント入門』では，「新しいものを生産する，
あるいは既存のものを新しい方法で生産する」としたシュ
ンペーター（Shumpeter) の定義を基本にしつつ，「新しい
製品やサービスの創出，既存の製品やサービスを生産する
ための新しい生産技術や，それらをユーザーに届け，保守
や修理，サポートを提供する新しい技術や仕組み，さらに
はそれらを実現するための組織・企業システム，ビジネス
のシステム，制度の革新などを含める」としている．本稿
でも，狭義の技術革新にとどまらず，広い意味でイノベー

ションを捉えることにする．
2)　初版では，ブラチクとハイデンライヒの総括章「グロー

バル化された世界における地域のガバナンス構造」があり，
産業の技術的軌道のみならず，地域の「技術能力」の軌跡

（地域的軌道），地域のガバナンス構造に着目し，世界 14
地域を地域的発展パターンの４類型（①「知識とサービス
をベースとする産業」でのトップ地域，②「技術的卓越」
と対になった産業クラスター，③旧産業と成熟産業の優勢
なキャッチアップ型・定型型，④ニッチ生産に特化してい
る地域）に区分する試みが提示されている (Braczyk  and 
Heidenreich, 1998)．彼らはまた，それぞれの地域での制
度的調整，「制度的慣性 (institutional inertia)」についても
言及しており，地域の産業発展には技術のイノベーション
とともに制度のイノベーションが不可欠である点を指摘し
ている．

3)　初版と第２版とでは対象地域の変更もみられる．初版で
は「統制型・インタラクティブ型」の事例としてケベック
があげられていたが，第２版では京畿道（韓国）に変えられ
ている．第２版では，カリフォルニア（草の根型・グロー
バル型），南欧－ピレネー（統制型・グローバル型）が削除
され，スロベニア（統制型・ローカル型），ウェールズ（ネッ
トワーク型・グローバル型）が新たに加えられている．

4)　タンペレを事例として取り上げた理由は，クックらの編
著のなかで比較的詳しい分析が行われていることと，論者
自身が調査に訪れ，報告書（産業研究所 , 2005) を作成した
ことによる．

5)　知識フローについては，科学技術情報の多様なソースと
その潜在的な利用者との結合として捉え，技術移転，偶発
的な漏出や意図的な移転を含むノウハウや情報のフローを
も含むものとして捉えられている．国のイノベーションシ
ステムにおいて，知識フローの強度や多様性は，知識の「普
及度」を大きく左右するので，政策的にも重要となる．

　　なお論者は，知識資産に関して以下のように３つの類型
を指摘したことがある（日本経済新聞「経済教室」2005 年
3 月 8 日号）．「一般に知識資産というと，地域内に住む専
門的知識や技術をもった人材（第１の知識資産），大学の蔵
書や試験研究機関のデータベース（第２の知識資産）を思い
浮かべやすい．しかしながら，ある地域の知識が当該地域
内部に限られて存在するわけではない．地域内の知的資源
を深耕していくことも重要ではあるが，地域内の知的資源
だけを求めていては，おのずと限界がみえてくる．

　　筆者は，『第３の知識資産』に注目する必要性を強調し
たい．それは，地域外の人間がその地域に対して持ってい
る知識であり，地域のイメージや評判，記憶も含まれる．
地域の発展にとって，こうした地域外にある『遊離した知
識』を知識資産としてより積極的に活用していくことが重
要になってくるであろう．」　

6)　国別企業数をみると，回収率の差を反映して，オランダ
が最も多く 114，次いでギリシャが 100，ドイツが 79，イ
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タリアとデンマークがそれぞれ 78，フランスが 65，イギ
リスが 44 であった．

7)　筆者が関わった経済産業省の「地域経済循環研究会」で
は，国内各地方より 10 の都市雇用圏を選び，計 3,848 事
業所に「地域経済循環アンケート調査」を実施した（2003
年 2 ～ 3 月，回答 985 事業所，回収率 25.6％）．調査項目
に「自社製品開発の有無及び連携先」や「技術の相談先」
といった知識フローに関わる項目を設定したが，全体とし
ては「自社単独で製品開発を進めるケース」が５割を超え，
次に「他社との共同」が多くなっていた．「技術の相談先」
としては，地域の工業試験場等の公的機関が全体としては
多いものの，同業他社とする回答も多くみられた（経済産
業省地域経済産業グループ , 2004)．ただし，知識フローと
いっても，ヒト・モノ・カネ・情報，さまざまなフローの
１つであり，全体の地域経済循環の中で知識の位置づけを
した上で知識フローの空間性を議論していく必要がある．

8)　藤田和史 (2007) は，長野県諏訪地域における「試作開発
型中小企業」の中から，「試作型企業」と「試作＋自社製
品開発型企業」を取り上げ，それぞれの学習過程と知識・
情報の内容と収集先の分布を調査し，前者が同業者・鋼材・
工具商社・鋼材・工具メーカーから諏訪地域内を中心に加
工工具情報や加工方法情報を入手していたのに対し，後者
がマスメディアや研究グループを加え，開発のヒントや市
場ニーズを東京大都市圏を中心に広域的に入手していた点
を明らかにした．

9)　「統合的知識ベース」，「分析的知識ベース」に加えて，
ガートラーは最近，第３の知識ベースとして，出版業を
事例に出しながら「象徴的（symbolic) 知識ベース」につ
いて指摘を行っている（北京で開催された Second Global 
Conference on Economic Geography におけるセッション 
Innovation and Knowledge Dynamics でのガートラー報告

（2007 年 6 月 25 日）による）．
10)　マトリクスをみても，知識ベースが統合的なものほど

知識フローの源泉をローカルに求める傾向は，必ずしも顕
著ではない．むしろ，知識ベースに関してはハイブリッド，
知識フローに関してはグローバル・ローカルともに重要と
する欄に事例が多く集まっている．知識ベースおよび知識
フローの源泉を二分する理由がどこまであるか，この点に
ついては再検討が必要であろう．

11)　特定産業部門に関するイノベーションシステムの研究
については，日本でも優れた研究成果が蓄積されてきてい
る．たとえば，中馬宏之 (2006）は，サイエンス型産業の事
例として半導体露光装置産業を取り上げ，日本企業に対し
ヨーロッパの新興勢力ＡＳＭＬが競争優位を発揮してきて
いる根拠を，「事後モジュラー性」に求めている．露光装
置のような極めて複雑なツールには，企業内外にわたる広
範囲な専門家の専門知識やノウハウを効果的に結集するこ
とが必要であるとし，研究機関や大学との地理的近接性に
も注目している．

12)　Oinas and Malecki (1999) は，技術変化がどのような空
間的局面で生じるかに焦点をあてており，国のイノベー
ションシステム，地域的イノベーションシステム，セク
ターイノベーションシステムが重なり合い関連しあい構成
されるものとして，空間的イノベーションシステム（Spatial 
Innovation Systems）を捉え，関連する研究を整理してい
る．

　　これに対し，Bunnell and Coe(2001) は，イノベーショ
ンの空間性に着目し，特定の空間スケールにとらわれず，
さまざまなスケールにまたがった観点の重要性を指摘す
る．その上で，３つの鍵となるスケールとして，グローバ
ル，ナショナル，サブナショナルを取り上げ，それぞれに
対応する国際的イノベーションネットワーク，国のイノ
ベーションシステム，地域的イノベーションシステムに関
する研究成果を整理している．さらには，イノベーション
システムのアクター，異なる空間スケール間のつなぎ手と
して，企業と個人に注目し，企業ネットワーク，ヒトの移
動に伴う知識移転や社会文化的知識ネットワークに関する
議論を整理している．

13)　多国籍企業の研究開発部門のグローバルな立地展開に
関しては，比較的多くの研究成果が出されている．たとえ
ば中原秀登 (1998) は，日本企業の研究所の海外展開につい
て詳細な実証分析を行っている．また高橋浩夫 (2000) は，
研究開発の集権化と分権化，研究開発国際化の発展段階な
どについて，内外の研究成果をもとに整理し，その上でグ
ローバルＲ＆Ｄネットワークの展開を日本企業を事例に明
らかにしている．

　　これに対し，研究開発の内容を検討し，知識のフローや
結合の意味を明らかにする研究成果は限られている．たと
えば，林　倬史（1996) は，ＩＢＭの科学技術論文 1700 件
を取り上げ，技術開発分野とグローバル研究開発体制との
関係を分析し，また藤岡（2003) は，ヒューレット・パッカー
ド社を事例に知識移転のプロセスを検討している．

14)　特許データなどを用いたイノベーションの地域差に関
する定量的研究については，水野真彦 (2005) が整理をし
ている．Audretsch and Feldman(1996) は，産業部門によっ
て，特許の空間的集中度に差異が生じる点を問題とし，研
究開発比率や熟練技能者比率が高く，大学による研究の役
割が大きい産業部門において空間的集中度が高くなること
を明らかにした．

15)　Asheim and Isaksen(2002) では，ノルウェーにおける
３つの地域クラスター ( 造船業の SunnmӦre，機械工業の
Jӕren，電子工業の Hortren) を取り上げ，各地域における
知識フローの特性やイノベーションの実績を検討し，地域
的イノベーションシステムの３類型（「領域的に埋め込ま
れた地域イノベーションシステム」，「地域的にネットワー
ク化されたイノベーションシステム」，「地域化された国の
イノベーションシステム」にそれぞれが相当することを示
した．
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